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1０３ 

環境コンサルタントの

スーパーファンド法における責任

－免責条｣[1Jに関する'111題の考察を中心に－

永野秀雄

Ｌ問題の所在

Ａはじめに

米ＩＦ<1では，さまざまな環境|Ｍ１趣に対処する弊''１]家として，環境コンサルタン

トに対する社会的評価が高まっている。その－万で，環境コンサルタントが，

専''１１家としていかなる法｢I<1ｌｘ(Tを負うべきかについても議論の対象となってき

た。本稿では，米国の代友的な畷境法であるスーパーファンド法における環境

コンサルタントの貞任について検i;､IするⅧ)ｃ

この検討にあたっては，特に，環境コンサルタントの業務契約におけるlWfli'ｉ

ｊ:i任免除特約（indemnity;以卜，本棚では「児fi条｣TI」という｡）の効力に焦

点をあて，問題の所在を|ﾘIらかにしたのちに，以卜のⅡ|H序で考察をおこなう。

まず第１に，環境コンサルタントが，スーパーファンド法において対処行為

請負人である場合と，そうでない場合との此任の差異を|ﾘ]らかにする。そして，

対処行為請負人でない場合に，エクイティヒの救済が得られるかどうかについ

て考察する。

第２に，スーパーファンド法において榊/[的１１ｔ(Ｔ､l1LlI昔たる者が，免責合意

により同法の責任を|Ⅱ|避しようとする場合について，｜【I法がどのように規定し，

判例によっていかに解釈されてきたかを検付する。

そして最後に，環境コンサルタントの(Ⅱﾘに故怠あるいは重過失があったと判

断される場合を除いては，その業ｲﾂ;契約における免fi条項の効力が肯定され，

スーパーファンド法における嵐ＩＦを口わないとされる現状について，批判的に

検討する。そしてこのＷ〔''１家のl1ilrのあ()〃をliLI|そする〃法として，米国の学
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説において提唱されている1r法政策術を巷察する。

わが国では，土壌汚染の米然防１１:については，水質汚濁防止法による規制が

あり，また，汚染された土地の浄化対策として，腱用地の土壌の汚染防IlZ等に

関する法律と公害防止事業費４１業荷負扣法があるが，あとは，環境基本法第

１６条に基づく上壌汚染に係る環境｣例I《があるにすぎない。このため，農用地

以外のここ域汚染について１．分に対処することはできず，また，原因者が不明，

不存在の場合においては，｜･分な法的対処〃法がないといってよい現状にある○

このような状況を背漿として，わが|Ｈ１においても~上壌汚染の問題についての

関心が高まるにつれ，諸外ｌｉ１との比校法IlillliN｢先もすすみ，スーパーファンド法

に関する研究の成果も急速に帯枇されつつあるｃしかしながら，同法における

環境コンサルタントの法的ＩＩｉＩｒについて雌ﾉ１．(をあてて検討した論考は，著者の

みたかぎりでは存在せず，また，’１１法における児貞条｣〔ｉｎの効力という環境行政

法と環境私法とが交錯するITi典な術ﾉAiについても，’一分な研究がなされている

とは言い難い。このため，／１Ｋ柵におけるこれらの問題に対する検討には，１.分

な意義があり，かつ，我111における興境法ならびに環境政策における検討をお

こなううえでも参考になる点があると考える。

Ｂスーパーファンド法における責任と抗弁

ここでは，まず本稿の考察の対象となるスーパーファンド法について，簡tli

に説明しておくことにするｃ

スーパーファンド法とは，1980ｲﾄﾞに包柄的蝋境対処lI11i償責任法（ｔｈｅＣｏｍ‐

prehensWeEnvironmentalResponse，CompensationandLiabilityActof 

l980)(2)として制定され，1986イドにスーパーファンド法修正・再授権法（the

SuperfundAmendmentsandReauthorizationActofl986)(9)により改正さ

れた法に対する総称である。｜lil法は，イI1If物Irによる汚染，または汚染のおそ

れがある地域の中で特に危険が入きい地域について，辿邦政府の主導により浄

化事業をおこない，人々の健康と蝋境の保令を|叉|ろうとするものである。この

法律がスーパーファンド法と呼ばれているのは，辿邦政府自ら汚染施設を浄化

する巨額の基金（スーパーファンド）を何することに｢h米している｡本稿では，

現行法全体に言及する場合はスーパーファンド法の呼称を１１lい，１９８０年法の

みを指す場合にはCERCLA，1986ｲI{法のみを指す場合はＳＡＲＡと呼ぶこと

にする。
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それでは，スーパーファンド法は，土壌ilj染の責任をどのような当り;背に課

しているのであろうか。その](なものは，以卜のとおりである。(1)船li｢|または

汚染施設（建物または赦地）の現在の所有者または管理者，(2)有害物質を処分

したときに，当該何;!;物資を処分した施設の所有者または管理者であった者

(以ﾄﾞ，本稿では，（|)の現時点及び(2)の処分時における所ｲJ者，管1J１１者をあわ

せて，それぞれ「所有者｣，「筒１１１１荷」という｡)，(3)契約，｜iT1意またはその他の

方法により，他の荷が所有する施設にあるｲj害物質の処分または処理について

取り決め，または迎送業者に処分または処理を手配した行（以下，本稿では

｢手配荷」という｡)，(4)有害物画の放出もしくはそのおそれがあるために対処

費を苑IlHさせるかもしれない処分もしくは処理施設，焼却炉，またはサイトを

〔ｉら選択し，そこへ輸送するために有害物rIを')|き受けた，またはり|き受ける

肴（以下牙本稿では￣何書物TII｣|受者」という)。ただし，これらの１１ｔｲﾛﾐ体

に貨征が課せられるのは，その処IJl1施設等からの漏出または獺'１１の危険によっ

て対処f11用がかかった場合に限られるｗ１ｏこの対処費111にlH1する貢任のﾔ|：質は

厳格,１ｔ征であり，また，複数の｣f征主体が存ｲ|Ｉする場合には，判例法によって，

通常は迎帯責任を探すものであると解釈されている。

このような厳しい責征法11Mの''1で，同法は，いくつかの抗弁を１０７条(b)項（５）

において規定している。そこでは，(1)不'２１抗ﾉﾉ，(2)戦争，(3)被告の従業員，代

理人，もしくは被fliとの直接もしくは間接の契約関係に関連して生じた作為も

しくは/１Ｗﾄﾞ為に核、'↑しない，第三荷による作為または不作為で，(1)から(3)のい

ずれか，またはその組み合わせが有害物質の放ｌＩＺＩまたはそのおそれの唯一の原

因であったことを，‘ｉＩｌｉ拠の優越によって立証することが要件とされている。

これらの抗弁のうち，しばしば(3)の第三樹行為の解釈をめぐって紛子}が発生

し，特に現在のｉｉＭ・者が施設のI1Ni人時に何`｢!;物質によるｉｌｊ染について諜怠であっ

たことを立証した場合，免武が認められるか否かが問題となっていた。この点

を|ﾘＩらかにするため，１９８６年のＳＡＲＡによるＣＥＲＣＬＡ修１１ﾐで同１０７条(b)項

(3)号に対して実ＴＩ的な修正がなされた。それは，｜司号の「契約関係」という１１１

語の疋役規定を１０１条綱項(術;におき，被告が107条(b)項(3)ljの(a)および(b)にお

いて典ｲﾉﾄとされている相当の沁徴を払い子lyj措置を講じたことに､Ⅱえ，以下の

３つのうちのいずれかを証拠の優越により血illiした場合には，免責されるとの

抗弁を役けたのである。それは，（i)被告が汚染された施投を取得した時に，有

害物匝が施設に廃棄されていることを知らず，かつ，知るべき理111がなかった
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こと，（ii)被告がlJillilfAi}l瓜や公的収111などにより施役をllY得した政府機|典|である

こと，そして，（iii)披く!iがﾉ|;'１統によって施設をID(↑鼎した場合である(7)。つまり，

この(i)の規定によって，１１脚人行は，所有権を取ｉ()したときに「有害物質がその

施役に処分されていたことを知らず，かつ，知るべきB11Illがなかった」ことを

;I1i拠の優越基準によってiiIl;lﾘIすれば，免貢が認められることになったのである｡

この免責を主張する抗弁は、鱒怠のlj1T有者の抗弁と呼ばれているｃもっとも，

ﾉｹﾞ染施設（建物または'地）のlMli人者たる被告が「知るべき事情がなかったこ

と」を舐|ﾘIするためには，101条岡項(B)月においてHil定されているように，

｢ﾉﾘTｲj椛取得時に，、'1該施i没に|｝Uする以前の)ﾘTｲJ及びその利11]に関してすべて

の適切な調査を，｜:]らの111征を岐小限とするために，諜艮な商業上または゛lIll習

的な実務に従っておこなわなければならない」という喫件も満たす必要があ

るiHj。

Ｃ不動産購入者の環境コンサルタントへの依存関係

このように，スーパーファンド法においては，」地Ⅱ脇入荷が汚染された二ｔ地

の椛限（title）をllYi1jLした場合，その不動瀧所ｲ]・行としての地位にのみ基づい

て，汚染浄化費用について厳桁L1i任が課されることになる(ﾖ'。このため，」地

llMi人者は，上地の権限をIlW1Ｉするiiiに，」i該不動l》iiがｉｌｊ染されていないかどう

かについて，環境に股Ｉする調査，すなわち，環境コンサルタントによる環境艦

介（environmentalaudit）をおこなう必要に辿られるのである《'｡。

ここで，土地職人荷が環境コンサルタントに依がする事態を具体的に考える

と，以下の３つの場合が仙疋される。

その第１は，二|地'1朏人者は，llli入した本助産が後に､､杏物質によってIIlj染さ

れていたことが､l1lllﾘIする!'(態を想定しなければならないことから，善怠の所ｲＪ

行の抗弁(１１)が立証できるようにしておく必要がある。｜『1抗弁の立証における

｢善良な商業上またはllH11/W19な実務」に従った,131｢十tが所ｲ『権取得時になされて

いなければならないとする要('|:をiiMiたすためには，’１附人者は，少なくとも環境

|Ｍ１題の専門家にﾈ[|談し洲代を実施させておく必喫があるであろう。このように，

l芒地購入者は，菩怠のlﾘ7ｲf1jfの抗弁を立証し，スーパーファンド法における｣ｆ

柾を回避するために，蝋境コンサルタントによる11Xiiitに依存することになる。

第２は，土地のlMli人の過TffにＩＲＩする判断において，蝿境コンサルタントによ

る朧査を必要とする。もしも，＃川査の結果，汚染が発見された場合には，ｗｉ核
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不動産の購入｢|体を)J合わせることもあるであろう。この意味において，／fuM}

,)iに購入者は，単に善意のlMi人行として認められるため以一上に，環境コンサルタ

ントによる監査に依存することになるといえる。環境コンサルタントとしては，

(vIIIl家として，このようなＪ１人な決定にかかわるのであるから，当該不動箙の

椛限が依頼主に移転する1iiiに，iMj染が浄化貢任問題に発展する可能性の程度と

その貞任について，１分な･|,'i澱と磐告を依頼1Ｉに'jえる必要がある。

第３に，購入対象となっている土地が汚染されていることを知りながら111人

しようとする当事者にとっては，環境コンサルタントに，その汚染規模，汚染

浄化に必要とされるfUlllなどをkL横もらせたlzで，IMi人Iilli格を決定する必要が

ある。このような-け山職人者は，コンサルタントによる調査と積算に，大きく

依存することになるのである。

Ｄ問題の所在

［:述したように，けluIlNi人者は，上地の売買取り|に伴うスーパーファンド法

|:のリスクを軽減するために，環境コンサルタントに人きぐ依存することにな

る。

それでは，環境コンサルタントによる環境臘杳等の業務になんらかの過誤が

あり，依頼主に予見しえない損害を被らせた場合，依頼１２は，当該コンサルタ

ントに対して，なんらかの法的貨任を追求することができるのであろうか。

結論を先に言えば，特定の場合を除いて，環境コンサルタントの側に故怠ま

たは重過失がないかぎり，この貨任を追求することはできない。現在のところ，

環境コンサルタントは，ililC徴または重過失を除いたあらゆる適用可能性のある

法的貢任，すなわち，スーパーファンド法における厳格責任あるいは過失L1tlr，

！｝|Ⅱ]家に課せられるコモンロー上の過失責任（negligence）や業務過誤（mal‐

practice)，さらには，コモンローＬの第三者に対する貢任（commonlawli‐

abilitytothirdparties）などの責任を法的にlp1避することが可能である。こ

れは，後で詳しく述べるとおり，スーパーファンド法において認められている

免貨条項に基づく抗弁''2)により，環境コンサルタントは，通常，r1らのｉｉｌｒ

を限定するために，その業務契約において免責条｣mIjと覚任排除条項(disclaim

ers）を用いているためである。

しかし，環境コンサルタントが，故意と重過失による責任こそ負うものの，

過失による責任を|Ⅱ|避できるという法的枠組みの''１では，相当の注.意をもって
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その専門的業務を遂行しようとする動機を奪うことにもつながりうる。特にこ

のことは，環境コンサルタントの業務の性質から，公共の安全とﾆﾋ地取引市場

との双方にとって破壊的な|M1題を引き起こしかねないといえる。この点につい

ては，スーパーファンド法における環境コンサルタントの責任を考察した後に，

立法政策論上の課題として検討する。

Ⅱスーパーファンド法における環境コンサルタントの責任

以下では，環境コンサルタントが，スーパーファンド法における対処行為論

負人である場合と，これに該当しない場合とで，どのような責任の差異が生じ

るかについて検討する。

このために，まず，同法における対処行為論負人の定義とその責任について

みておきたい。

Ａ環境コンサルタントが対処行為請負人である場合

スーパーファンド法は，その１１９条(e)項iMjにおいて，対処行為請負人（re‐

sponseactioncontractors）を次のように定義している。

すなわち，対処行為請負人とは，書面による契約あるいは合意により，以下

の当事者のために汚染の除上等をおこなう者である：合衆国大統領，連邦行政

機関，１０４条(d)項(1)号(１１)の下で連邦政府と協力協定（cooperativeagree‐

ments）を締結した州，港（E的貞任当事者（apotentiallyresponsibleparty）

で122条('5)に基づく|ijl意)ｌｌＩ決（aconsentdecree）により和解した者，ある

いは，同法106条(１６)における行政命令に無づき，ある施設から有害物質の放

出（arelease）または放111の危険性（athreatenedrelease）に修復措置をお

こなう対処行為請負人(17)。これを手短に言えば，対処行為請負人とは，述邦ま

たは州政府，ないしは，lTil意判決に和解した潜在的立任当事者に雇われてスー

パーファンド法における浄化作業をおこなう請負人であると言うことができよう。

この定義の条件を満たす場合，当該請負人は１１９条により厳格責任を負わな

いという利益を享受することができる。また同条では，対処行為請負人は，過

失（negligence)，承過失（grossnegligence)，または故意的行為により有賀

(guilty）であるとされた場合にのみ，損害，椛利険害，および費用について

貨任を負うものと規定されている《１８'。このため，対処行為請負人は，原告が，
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当該請負人の過失等により有;!;物TIIが放Ⅱ|されたこと（あるいはその危険性）

を立証したときにだけ貢任を負うことになる。

対処行為請負人に厳格fi任が課されていないのは，議会がＳＡＲＡの起草段

階において，対処行為等に関して環境コンサルタントやエンジニアがその専|]リ

的知識や技術を十分に発揮できる法的枠組みを確保しようと意図したためであ

る(１９)。議会は，もしも環境コンサルタント等が厳格貢任を負うことになれば，

浄化に関する業務などをljlき受けない｢ﾘ能性があることに配慮したといえるで

あろう⑪)。また，議会は，環境コンサルタントに厳格rlji任を課す法的枠組みを

採用した場合に，これに対応する保険をiHLることができなくなる可能性がある

ことを，特に問題視していたようである(２１１。

Ｂ環境コンサルタントが対処行為請負人でない場合

１．厳格責任に対する２つの対応

もしも，環境設計（environmentaldesign）や環境修復に関するサービス

を提供するコンサルタントが，対処行為iiiIi負人たる要件を満たしていない場合

には，107条(a)項:型》の管IWr，手配行，あるいは有害物質引受者という潜在的

責任当事者して，厳格貨任を負う１J能ﾔliがある:図:。

しかし，そのような場合であっても，環境コンサルタントは，その対処費用

(responsecosts）について，「｜らの器!』度に応じて課せられる金銭債務

(monetarycontribution）を限定あるいは'１１避することが，以下の２つの対

応をとることによって可能となる。その第１の方法は，事前に自らの業務契約

において，業務に起因する責任に閃する免武条項を挿入しておくことである。

第２の方法は，事後的なものであるが，求償訴訟（contributionactions）に

おけるいわゆるエクイティーヒの救済を求めるものである。

免貢条項に関する問題は，後で述べることとして，ここでは，エクイティーヒ

の救済について検討する。

２．エクイティ上の救済

環境コンサルタントが，対処行為鍬負人でない場合は，厳格責任を課せられ，

他の責任当事者とともに，連帯貴任を負う可能性がある。この連帯責任につい

ては，条文上の規定はないが，判例によって確立された法理となっている‘２４)。

しかし，環境コンサルタントのように，自らが有害物質による汚染について
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直接的に関与した者ではなく，寄与度の小さな当事者に対してスーパーファン

ド法による過大な責任を課すことは，ｊＥ義と公平に反する場合があり得る。そ

こで，一部の裁判所は，寄与度の小さい責任当事者に対して全損害の責任を連

帯責任として課すことを'１丁|避するためにエクイティ(25)による救済法理，すな

わち，エクイティ上の抗弁を認めている(2節。

裁判所が，このエクイティ上の救済法理を適用して，寄与度の少ない当事者

を連帯責任から排除する場合，あるいは対処費用全体に対して負担すべき相応

の金額を決定するときに，その補足的根拠あるいは，考察すべき判断基準とさ

れているのが，「ゴア・ファクターズ」と呼ばれているものである。この名称

は，1980年当時に，」二院議員であった現ゴア副大統領が，CERCLAにおける

連帯責任に関する諸条項を改j爪するために提出した法案に由来している。|司法

案では，裁判所に以下に掲げる６つの判断基準（ゴア・ファクターズ）にした

がって損害の配分的帰属を判断することを認めている。

（i）関係当事者が，有害廃棄物の放出または処分に関する自己の寄与度を他

の当事者によるものから区別しうるものであることを証明できること

（ii）関係する有害廃棄物の分量

（iii）関係する有害廃棄物の毒性

（iv）有害廃棄物の発生，輸送，処理，保管，廃棄についての関係当事者の関

与の程度

（v）有害廃棄物の性質を考慮に入れた上で，関係する有害廃棄物に対して関

係当事者がとった注意の程度

（vi）市民の健康または環境への損害を防ぐために当事者が連邦，州，または

地域の担当官に協力した程度(27）

このゴア．ファクターズを実際に適用した判例は多いが(鯛)，この判断基準は，

考察されるべき全ての要素を網羅したものではないとする判例や(２，)，スーパー

ファンド法のもとにおいては，裁判所は，いくつかの要素を参考にすることも

ありうるし，また，ひとつの決定的に重要な要素のみを考察することもあるが，

いずれにせよ，当該事実を総合的に勘案して決定されるとする考え方を示す判

例もある(3｡)。また，数こそ少ないが，工事請負人が１０７条(a)項における潜在的

責任当事者である場合に，この判断基準を適用した判例も存在している(３１)。

その一方で，特定の法域では，スーパーファンド法における責任に対しては

エクイティによる免責を認めないとする判例や《32》，同法107条に関する責任に
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ついては，’1ﾖi1条(b)項が排他的な抗弁をliM疋しているとしてエクイティ上の抗弁

は１１１いえないとする判例(郷’も存ｲ{ﾐし，法域によって人きな差異が存在してい

る。

３．エクイティ上救済に関する問題点

このように，環境コンサルタントがたとえ対処行為請負人でない場合であっ

ても、エクイティーヒの抗弁が認められる場合が存在する。しかしながら，この

救済に頼ることには，２つの点でｌ１ｌｌ題がある。第１に，準拠法の選択によって，

エクイティによる救済を認めていない法域の法が適用される場合がある危険性

が残ることである。第２は，この救済がﾘﾄﾞ後的なものであり，裁判所の判断に

よって左ｲ｢されるものであるとともに，被倍たるコンサルタントによる立証に

大きく依存することである。

このため，環境コンサルタントは，この解決方法の適用の有無にかかわらず，

次に述べる免責条項による契約法的処Hl1をqr視することになるのである。

Ⅲ、免責条項の意義とその法的諸問題

Ａ環境コンサルタントにとっての免資条項の意義

これまで見たとおり，エクイティＬの救済に依拠することの危険`性を鑑みれ

ば，環境コンサルタントがスーパーファンド法における責任を回避する最善の

方法は，同法１０７条における満ｲ1;的lIiI1n､'1恥者（apotentiallyresponsible

party）たることを回避するように'化哲深く起案された契約を用いることに尽

きる。

このような業務契約において特にWr喫なのが，免責条項である。これを用い

ることで，他の契約当事者に環境浄化にljUする武任，あるいは費用を転嫁する

ことができる。しかしながら，スーパーファンド法に雄づく訴訟において，免

貢条項によって実際に免責されるためには，様々なハードルを乗り越える必要

がある。以下では，この問題について検ii`Iする(塾'１。

Ｂ免責条項に関する規定とその内容の矛盾

1．スーバーフアンド法における免貰条項に関する規定

スーパーファンド法は，その１０７条(e１項において，同法における責任を他の
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当事者に移転させようとする合意，すなわち，免責合意について規定している。

問題は，同項(1)号の中で２つの矛盾する内容の文章が併記されていることであ

る。

まず，107条に)項(1)号の最初の文章では，「このサブセクションにおける責

任を負うかもしれない所有者あるいは管理者……あるいはその他の者……から，

他の当事者に対して，本サブセクションにおける責任を移転させようとするあ

らゆる免責合意，損害填補合意あるいは，これに類似する合意や不動産譲渡証

書（conveyance）は，……無効とする｡」と規定されている。しかし，これ

に続く第２の文章では，「このサブセクションは，本サブセクションの下にお

ける責任を，ある当事者に対して保険，損害填補，あるいは免責しようとする

合意を禁じるものではない」と規定されているのである(掴)。

さらに，107条(e)項(2)号の文章は，「本サブチャプターは，……責任を負う

べき所有者あるいは管理者……あるいは他の者が，代位（subrogation）ある

いはその他の理由……による訴訟を提起することを妨げるものではない｡」と

規定している(36)。

このような規定文言から，はたして107条に)項が免責合意を認めたものであ

るか否かについて，争いが生じることになった。

２．規定文言の解釈上の争点

この107条(e)項における文言上の矛盾を解決するために，立法過程を考察し

ても，そこにも暖味かつ矛盾する内容が含まれているため，同条の解釈につい

て十分な説得力をもつ根拠とはなりえない。そして，この規定を解釈する必要

に迫られた判例においても，この107条(e)項(1)号の中に，明白に矛盾する規定

が併存していることが認められている(37)。

このため，実際の訴訟においては，免責する側（indemnitors）は，その責

任を回避するために第１の文章を強調し，この文章の内容は，責任当事者すべ

てに対して積極的に責任を課そうとする同法の目的に合致するとともに，責任

の移転を合意している契約を，明白に無効とする意図を明らかにしているもの

であると主張することになる(38)。これに対して，免責される側（indemnitees）

は，第２の文章の意義を強調し，この文章の意味するところは，次の107条に）

項(2)号の規定と合致するとともに,同法の適用除外規定(savingprovisiOns)(3,）

とも一致するとの主張をするのである(ｲ0)。
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３．１０７条(e)項(1)号に関する判例の考察

判例は，同号の解釈について，免此条項を私的当り`者間でのみ有効とする解

釈と，免責条項を無効とする解釈とに，大きく分類できる。以下，それぞれに

ついて，検討する。

まず，免責条項を私的当りi者|H1でのみ有効であると解釈する判例を検討する。

このような判断を最初に示したのが，ＭｍＺα〃ＣＯや.ｕＣＧ・Ｃｊｆｂ【sicLlIm､判

決Ｍ１)である。しかし，この)|《'１例では，その結論に至る過程で，潜在的貢任当

りj:者間でCERCLAにおけるlliITを契約により移転させることが，１０７条(e)項

によって無効となるかどうかは考察されていない。むしろ有効であるという仮

定にたって(蝿)，この契約法にlXlする１Ｍ|題を解決するために，はたして連邦法が

過'１１されるのか，あるいは，州法が適川}されるのかという準拠法の選択に関す

る問題が，その争点として検討されている《鋼)。そして，議会がはたして連邦法

と州法のいずれの適用を意lX1していたかは不Iﾘ1であるとして，準拠法決定につ

いての連邦最高裁判決:判》にALづいて，州法の適川が妥当であるとして，ニュー

ヨーク州法を適用することで，当該児19ｔ条項の効力を認めたのである。

この判決以降，多数の裁判jﾘiは，107条(e)項(1)号が，潜在的責任当事者をも

含む私的当事者間の免貨合意により，スーパーファンド法における責螂任を移転

させること，あるいは，少なくとも金銭的賠償fi任について移転させることを

認める一方で，政府によって提起された訴訟に関しては，その責任および金銭

的賠償貢'任を免責しようとする合怠は無効であると判断している(錫)。この解釈

によって認められる私的当n]｢者ｌＩＩＩの兄ii条項の効力は，スーパーファンド法の

執行を確保する目的からは，大きくはずれるものであるｃしかし，契約のE1,1,

に重点をおいて，私人間のリスク移転の合懲に，より大きな価値を認めている

ものと言えるであろう。

しかし，多数の裁判所のように，107条(e)｣LII(1)号が免責条項を認めるもので

あるとする結論は同じでありながら。ljliLなる解釈をとる判例がある。そこでは，

107条(e)項(1)号の第２の文章は，第１の又嗽を完全に無意I味にするものである

と捉え，潜在的責任当事者は，いかなる場合においても責.圧の移転を交渉によ

り向由に決定することができるという解釈が示唆されている(4s》。これらの判例

では，107条(e)項の文言については具体的に論じられることはなく，かつ，そ

の立法過程についても言及されていない。そして，これらの理由にかわって，

同法における責任が多くの関連皇Ｉｉ４ｌＦ者にまで及ぶものであることを理由に，関
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連当事者は，このリスクを合意によって分散しうることを認めている。

これらの免責条項の効力を認める多数の判例に対して，異なる見解を示す判

例がある。そこでは，訴訟が，政府によるものか，私人によるものかの区別な

しに，１０７条(e)項(1)号は，潜在的責任当事者間での免責合意を認めるものでは

ないと判断されている。そして，同号は，潜在的責任当事者が，同法における

責任を回避する目的で，他の潜在的責任当事者と免責合意を締結することは許

されないが，潜在的責任当事者が，同法のもとで責任を負わない者，たとえば

保険会社とその損害賠償責任を移転する目的で契約することは許されると解釈

するのである《'7)。この考え方は，第６巡回区の地裁レベルで採用されているだ

けで，第６巡回区そのものは，多数の裁判所の取る見解を採用している。しか

しながら，他の巡回区における裁判所が，この見解に対する支持を表,ﾘ,してい

ることから【鍋)，訴訟当事者は，多数の裁判所が取る見解だけに依拠して免責条

項を過信することは危険であると言えよう。

Ｃ免資を受ける環境コンサルタントが潜在的責任当事者である場合の問題

免資を受ける側の当事者が，潜在的責任当事者であるか否かという区別は，

免責条項の実際の効力を考える上で，重要な意味を持つ。なぜなら，前述した

ように，免貰を受ける者が潜在的責任当事者である場合，潜在的貨任当事者間

の責任の移蛎や金銭的損害賠償責任の移転は,07条(e)号(,)項において禁じられ

ていると解釈する法域が存在するからである。

同法において潜在的責任当事者，あるいは，「該当する者（cOveredpersOn)」

として環境コンサルタントにもっとも適用されると思われるのは，管理者につ

いての規定"，》と，手配者についての規定(鋤)である。そこで，以下では，環境

コンサルタントや環境エンジニアが，この２類型に該当する場合の責任につい

て考察することにする。

１．管理者としての責任の回避

スーパーファンド法では，「所有者および管理者」の定義が，１０１条(20項(A）

号でなされている。そこでは，「施設の所有，管理，または運営に関する指揮・

監督権を有していた者」と規定されているが，この「所有，管理，または迎営

に関する指揮・監督権」の意味については，特に定義されていない。そこで，

判例法理においては，所有の事実と，管理の有無とを分けて，具体的な判断を
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おこなっている。

環境コンサルタントが，特定の施設の所有者となる事態は考えにくい。この

ため，環境コンサルタントやエンジニアが，環境デザインあるいは環境修復プ

ロジェクトに参画するときに注意すべきは，スーパーファンド法における管理

者としての責任を回避することであろう。そこで，これらの業務契約において

は，前述の免責条項に加え，環境コンサルタントやエンジニアが当該サイトに

おける行為を「管理（control)」しないこと，あるいは，「管理する権限

(authoritytocontrol)」を持たないことがその規定内容の一部としてもりこ

まれることになる。

しかしながら，判例法理においては，実際の管理あるいは管理する権限の有

無は，事実行為から判断されるので(剛'，契約におけるこのような規定は，その

判断のひとつの要素とはなっても決定的な意味をもつものではない。実際の業

務の遂行にあたって，管理に係わることや，その権限を示唆するような行為を

おこなっているか否かが，事実関係に』&づいて総合的に判断されることになる。

逆に環境コンサルタントから業務の提供を受ける側からすれば，当該業務契

約におけるコンサルタントの管HI1権に係わる規定の有無にかかわらず，実際の

管理ないし管理権保持と見られる行為がコンサルタントによってなされた場合

には，潜在的責任当事者として求|r(等を諭求できる可能性があることになる。

なお，スーパーファンド法の適川のあったサイト（aSuperfundsite）にお

いて，エンジニアリング及び技術上のサービスをおこなっていた請負人に対し

て，そのサイトの所有者が費用負｝1１（contribution）を求めた事例では，技術

上の手伝いをしたにすぎないエンジニアリング会社には同法における責任は及

ばないとの判断を示す判例が多い(認)。これらの判例では，エンジニアリングサー

ビスを提供する独立の請負人（anindependentengineeringcontractor）は，

自らが当該施設の管理をおこなっていた，あるいは，少なくとも，管理する権

限を持っていたと判断されることがないかぎり，責任を課せられることはない

と判断されており，同法の管理者としての資任を法律上当然に（perse）負う

ことはないといったような法理は適川されていない。このため，同じ判断基準

によって，掘削・凌喋・埋立やその他の関連する建設工事を行なったエンジニ

アリング会社を，管理者であるとした､I1Il例も存ｲ[している(識》。

この判断基準によって，環境コンサルタントやエンジニアリング会社が，管

理者としての責任を問われ，厳格1fｲﾓが謀される可能性が高い場合が存在する。
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それは，環境(Ijill1j家が，稼働中の，あるいは閉鎖された汚染廃棄物処分場また

は処理場の修復（remediate）のための業務に従事し，かつ，１１９条に規定さ

れた対処行為請負人に該lLLiしない場合である。つまり，１１１該環境専門家が，当

該サイトにおける修復行為の統括的業務をおこなう元請負人（ageneralcon‐

tractor）として，行政機関以外の者に雇われているような場合である。統括

的業務とは，当該コンサルタントが必要とされる人員を雇い，業務の品質を管

理し，該fliする法や現ＩＩＩＩをチェックし，必要な許可をとり，当該サイトにおけ

る，あるいは，場外において関連する有害物質の除去，処理，といった環境修

復プランをiil･画し，実施することを意味する。このため，災際の筍Ellあるいは

管理権限の保持の有無を判断する基準によって，容易に管理者としての地位が

l1i定されることになると同時に，対処行為請負人ではないため，１１９条におけ

る過失に｣,kづく責任ではなく，厳格責任が適川されることになるのである。

ある判例(句似においては，清浄作業をおこなった請負人と工事管理者（acon‐

structionmanager）は，有害物質が放１１１されたときに汚染の原ｌｋｌを管HI1する

椛限（authority）をもっていたと判示されている(鰯》。この判例において亜妥

な点は，裁判)）Tが注意深く「対処行為請負人」という１１]謡を避けていることで

ある。つまり，この判例では，請負人を願い入れた当:Llj者が述邦環境保謹li二あ

るいは，州の行政機関ではなく，かつ，このような機関との和解に応じた潜在

的貨任当りj者ではなかったために，対処行為請負人とは考えられず，スーパー

ファンド法における管理者としての責任を負う当事者であると|;ll示されている

のである。

２．手配者としての責任

つぎに，環境コンサルタント等が，手配者として賛任を負うTII能性について

検討する。この１０７条(a)項(3)号'罰'における手配者というカテゴリーは，｜ijl法

の規定する有4[!;物質を含む廃棄物（thewaste）を光Ⅱｉさせた者のみならず，

｢契約，合怠，あるいはその他により」そのような廃棄物の処分を手配した者

も含まれる。lil法に蕊づいて環境対処費用の求償を求める１%(告は，このカテゴ

リーに騒づいて環境関係の専門的請負人からその賀１１１負担を求めることがｉ１能

である。

ここで注怠すべき点は，手配者に|奥|する立任については，感恩や，有}跿物Ｚｒ

の所有，あるいは処分施設に関する知識の立証が必喫とされないていないこと
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である甑)。このため，有毒物質の処分に関係するサービスを供与しようとする

環境コンサルタントやエンジニアは，その業務契約において，当該処分に関す

る権限を放棄することを明記するとともに，適切な免責条項を書き込むことに

よって，この責任を回避しようとすることになる。

また，手配者に対する責任には，因果関係の立証が必要であるが，この立証

は被告が当該廃棄物の処分の決定に実質的に関与したこと，あるいは，当該有

毒物質を管理する義務があったことにより証明される。このため，手配者の責

任も，管理者の責任と同様に，有害物質の処分の管理あるいは管理する権限の

有無が中心的争点となるci3j。

Ⅳ、環境コンサルタントの責任についての立法政策論の検討(５，）

Ａ現状の問題点

これまで見てきたとおり，土地購入者あるいは所有者は“土地の売買等のリ

スクについて，環境コンサルタントに大きく依存している。その一方，スーパー

ファンド法のもとでは，環境コンサルタントは，故意・重過失の場合を除き，

業務契約における免責条項により自己の責任を回避できるのが現状である(６，)。

このため，環境コンサルタントは，その専門的業務を遂行するときに，一般

的に過失責任すら問われることがない。このことは，環境コンサルタントから，

自らの専門的業務を相当の注意をもっておこなおうとする動機すら奪う可能性

がある。

環境コンサルタントの業務には，高度の専門的知識と経験とが要求される。

また，環境驍査には，単に技術だけではなく法務あるいは財務の知識も必要と

される。しかしながら，現時点では，環境コンサルタントに対する連邦および

州の正式な資格要件というものは存在していない。よって，その資格剥奪等を

防ごうとするインセンティプも機能していない。

結局のところ，環境コンサルタントにとって，その業務遂行において相当の

注意をはらおうとする唯一の動機となりうるのは，みずからの評判の維持だけ

であろう。もっとも，この評判に対する配慮も，スーパーファンド法の善意の

土地購入者の抗弁の要件を満たすために，事実上，すべての商業的土地売買に

おいて環境監査が必要とされている現状においては，環境濫査の需要は高く，

その評判の維持というインセンティブも十分に機能するとは言い難い。
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環境コンサルタントに相当の注意義務を課すことのない事態が放置されれば，

単に土地購入者等が損害を被るのみならず，有害廃棄物の有無やレベルが適切

に判断されなかったり，清浄されなかったりすることで，社会全体にも被害が

及ぶことになる。そこで，この問題を是正するために，何らかの立法的あるい

は司法的判断による対処が必要であると思われる。

Ｂ立法政策論

上記の問題点を解決する方策として，議会あるいは裁判所には，理論上，以

下の３つの選択肢が存在しうる。

その第１は，連邦議会が，スーパーファンド法を改正して，コンサルタント

にも厳格責任を課すという方法である。第２は，連邦議会，あるいは裁判所が，

土地職人音と環境コンサルタントとの間で締結された免責条項を無効とするこ

とである。この場合には，コンサルタントは，自らの過失について責任を負う

ことになる。そして第３が，コンサルタントが過失によって損害を引き起こし

たときに，民事罰，特に実際の清浄費用を負担するよりも小額の民事上の罰金

(acivilfine）を課（科）す立法を制定する方法である。

１．厳格責任

まず，厳格責任を課す立法論について検討するが，これは，２つに分けて考

えることができる。

その第１は，環境コンサルタントが，上地浄化に関する費用について，他の

責任当事者と連帯して責任を負うという法システムを構築することが考えられ

る。しかし，これはＳＡＲＡ立法時に議論となったように，環境コンサルタン

トを結果的に環境関連事業から排除する可能性があるため，適切なものではな

いと言えよう。

第２は，環境コンサルタントは，自らに環境驍杳業務を依頼した者に対して

のみ，厳格責任を負うものとする立法を制定することが考えられる。その理論

構成としては，保証義務違反（breachofwarranty）が適切であると思われ

る。環境監査を実際におこなったコンサルタントに対して，契約法上の保証責

任理論（warrantytheory）を週川することは，スーパーファンド法の目的に

合致する。そして，不動産の購入者が，当該不動産に関する権限を取得したの

ちに清浄化費用を負担しなければならないような事態を防ぐとともに，公共全
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体の利益にもつながることになる。

しかしながら，この保証責任理論の適用にも問題がある。すなわち，環境コ

ンサルタントは，①不動産取引に関する利益の分配を直接的に得るものではな

いため，当該不動産投資に伴うリスクを，そのまま負担させることには問題が

あり，②通常は不動産購入者が被った損害に対する責任を負抵しうる財産的な

基瀦を持たず，さらに，③実際の損害が事実上際限のない'性質のものであるこ

とから，厳格責任を課すことは，環境コンサルタントという専門家であること

の対価が高くつきすぎることになろう。

このように考えると，環境コンサルタントに自らの専門家としての適切なイ

ンセンティブを与えるための法的メカニズムとして，厳格責任を課す立法を制

定する方策は不適切であると言えよう。

２．過失責任

それでは，過失責任些準の適用は，どのように評価しうるであろうか。

環境コンサルタントは，公的業務に携わる職業であるとともに，自らを汚染・

廃棄物等の診断に特に適した専門家として位置づけている。そして，その専門

的知識と技術とにより利艦を得ているのであるから，他の専門家と同様に，み

ずからが所属する職業的専ｌｌｌｊ集団において必要とされる注意義務と，そこで要

求されている通常の技術の適用とに過誤があった場合には，その責任を負うべ

きであろう。

もしも環境コンサルタントによる専門的業務に対･して過失責任基準を適用す

ることができれば，相当の注意をもって，これらの業務を遂行しようとするイ

ンセンティブを与えることができる。

しかしながら，これまでに見てきたように，多くの裁判所は，スーパーファ

ンド法における免責合意規定の解釈により，コンサルタントの業務契約におけ

る免責条項の効果を認めている。この解釈論を乗り越えて，コンサルタントに

過失責任を課すためには，二Li該免責合意自体を，手続的無効（voidpro

forma）とする法理を適用することが理論的には可能である(6')。この場合の理

論構成は，ふたとおりある。

その第１の方法は，裁判所が，当該免責条項を，契約当事者により実質的に

合意されていなかったと判断して無効とする方法である。他の専門家の事例に

おいては，その契約約款で免責条項があったとしても，裁判所は過失責任を課
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すことかある(62)。つまり，標準約款を用いる契約において，交渉による変更が

ないような条項に関しては，一方の契約当事者にとってその結果の予想が不可

能であり，かつ，公共の利益に反する場合には，無効とされうるのである。し

かしながら，この理論の適用を主張して，免責条項の効力を否定しうる可能性

は，ほとんどないものと思われる。なぜならば，全てのコンサルタントの業務

契約において免責条項がはっきりと書かれており，環境問題の重要性があきら

かな現状においては，この免責条項の意義と効果を知らずして契約を締結した

との主張が，裁判所により認められるとは考えにくいからである。

第２の方法として，非良心性の原則（theunconscionabledoctrine）を用

いて，環境コンサルタントの免責条項を否定する主張をおこなうことができよ

う。不動産購入者は，本原則に蛙づいて，環境コンサルタント業界が免責条項

を要求している慣行は，契約条件についての選択の可能性をなくすものである

と主張しうるであろう(御》。しかし，この原則を適用してきた判例では，通常，

この購入者に該当する者が，当該事項について十分な知識を持っていないこと

が要件とされている。この一点で，非良心性の原則は昨典型的なスーパーファ

ンド法に基づく訴訟に適用することが困難となる。なぜなら，多くの商業的不

動産購入者は，このことについて，十分な知識を備えていると考えられるため

である。もっとも，コンサルタントの側に重過失（grossnegligence）がある

場合には，このような免責条項は無効となる。いかなる契約当事者も，重大な

過失について免責することは，公共政策に反することとされているので(")，そ

のような免責を求めることはできないからである。．

３．民事罰

これまで述べてきたように，厳格責任あるいは過失責任のいずれの場合も，

環境コンサルタントに過大な責任を課す可能性がある。このことは，この専ＩｌＩ１

的職業に従事する者に対して，あまりにも大きなリスクを課すことになる。確

かに環境コンサルタントに，相当の注意をもって業務を遂行させるためのイン

センティブを持たせることは重要ではあるが，その一方で，なんらかの責任の

限定を設けることも必要であろう。

このことから，立法論として，議会が過失あるコンサルタントに対して民事

上の罰金を課すようにすれば，不動産ilj場において環境コンサルタントの過誤

によって引き起こされる諸問題をかなりのｍで排除しうるとともに，コンサル
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クントに過度の責任を負わせることもないという，IIllj万の目的が達成しうると

考えられる。

もしも連邦議会がコンサルタントに氏，j;｣この訓金を課すべきではないと考え

るようであれば，これに代替する〃法もありうる。まず，連邦議会が立法によ

り，この職業をライセンス化することが券えられる。このような立法により適

切な業務遂行基準を設定すれば，環境コンサルタントは，当該ライセンスを維

持するために，相当の注意をもって業務をおこなうようになるであろう。その

場合は，資格上の義務遂行述反についての111立が，コンサルタントの業務によ

り被害を受けた依頼主によりなされ，かつ，それが行政機関の裁定によって〕'１１１

断されるという制度を定立することになろう。

しかしながら，このようなfljll度においては，当該依頼主には，この申立をお

こなうことによって得られるl1LI接的なf1Illfがないため，申立に対するインセン

ティブがほとんど働かないことになる。この問題を解決するためには，コンサ

ルタントに民事上の罰金を課し，これをIji該'１１並をおこなった依頼者に対して

支払う方式をとれば，十分'二機能するシステムとなろう。罰金の額は，過失あ

るコンサルタント業務を十分に仰lこしうるものであると同時に，依頼主に申立

のインセンティプを十分に与える金額に設定されるべきである。

このような制度の下で，コンサルタントは，この民事上の罰金に対する保険

を購入することができようが，それでもライセンス維持のインセンティブを失

うことにはならないであろう。また，コンサルタントが，そのような罰金を支

払う財産的基礎を満たすために，ウ:法により，コンサルタントがボンドにより

保証されるような要件を課すこともできるであろう。

Ｖ・最後に

本稿では，スーパーファンド法における蝋境コンサルタントの責任について，

特にその業務契約における免11i条項の効ﾉﾉに焦点をあてて検討した。

そして，特定の場合を除いて，コンサルタントの業務契約における免責条項

の効力が認められることから，専ＩｌＩＩ末世柾としての法的ＩＪＷ:組みに問題があるこ

とを指摘するとともに，これに対応する１ｋ法政策も合わせて考察した。

わが国においては，スーパーファンド法のような土壌汚染についての包括的

な立法こそ存在しないものの，環境コンサルタントやエンジニアの果たす役割
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の重要性にかわりはない。今後は，わがlK1におけるこれらの環境専門家の民法

における責任の問題を，専|]１１家による伍務不剛了の免責あるいは暇疵担保責任

の免責，さらには，これに伴う約款論の'31通を中心に研究していく所存である。
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田慎太郎「米国における」Z域・地卜水汚染の浄化対策」環境研究104号５８頁
（1996年)，信澤久美子「環境汚染にBLIする融資者の責任一米国スーパーファン

ド法を中心に－」大学院研究ｲ1A報（Ｉｗｌｌ央大学）２３号５３頁（1994年)，１１]喜門眞

治「土壌汚染における浄化lIi任システム」｛''1戸４３巻１号251頁（1993年）を参
照した。

（２）ComprehensiveEnvironmentalResponse,CompensationandLiabilityAct 
ofl980（ＣＥＲＣＬＡ),Pub.ＬNo.96-510,94ＳｔａＬ２７６７（codifiedasamendedat 

(２） 
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４２ｕｓ.Ｃ§§9601-9675（1994))． 

（３）SuperfundAmendmentsandReauthorizationActofl986（ＳＡＲＡ),ＰｕｂＬ、

No.99-499,100ＳｔａＬ１６１３（1986）（codi｢iedinscatteredsectionswithin42 

Ｕ・Ｓｃ§§9601-9675（1994))．

（４）Ｓｅｅ４２ＵＳ.Ｃ・§9607(a)(1994)．

（５）４２ＵＳＣ．§9607(b)(1994)． 

（６）４２Ｕ・Ｓｃ§9601(35)(1994)．

（７）Ｓｅｅ４２Ｕ・Ｓｃ§9601(35)(Ａ)(1994)．

（８）Ｓｅｃ４２ＵＳ.Ｃ・§9601(35)(Ｂ)(1994)．

（９）Ｓ“ｅ､９，NewYorkMShoreRealIyCorp.,７５９Ｆ､2.1032,1043-44（2．Cir・

’985);UnitedSlatesv・Parsons,７２３Ｆ､Supp757,７６１（Ｎ､ＤＧａ､1989)；ＦＭＣ

Corp.ｖ・NorthernPumpCo.,６６８Ｆ.Suppl285,１２８９（Ｄ・Minnl987)．

(10）環境監査という川譜は，企業等でｒ１社の環境法遵守状況を調査することなどの，

さまざまな意味に用いられているが，ここでは，不動産の職人前におこなわれる

環境調査の意味でⅡ|いる。この朧介は第１段階（現場調査前の公開情報人手)，

第２段階（現場における洲iIr)，そして箙３段階（二ｔ域，水，大気のサンプリン

グ，その他徹底した調査）まであり，fflllの点から見て汚染の兆候もないのに第

３段階にまで進むことは衿えられない。したがって，どこまでやれば善意の土地

所有者の抗弁が立証されるかが１１１題となる。判例が，個別の事情に基づく総合的

判断方法を示唆していることもあって，現時点での判例では，これらの３段階の

環境調査類型にそった判断｣lpViを打ち'rてるまでに至っていない。ある判例にお

いては，環境コンサルタントがかなりのレベルの環境監査を実施したにもかかわ

らず，後に訴訟の対象となった何｡ｔｌｆ物frによる汚染を当該監査により指摘してい

なかった事例について，具体的11尖の検討をおこなうことなしに，法的考察だけ

による判断を下すことはできないと11Ｉ示している（SeeDaylonHudsonCo.ｖ・

Cardinallndlnc.,ｌ９９６Ｕ.Ｓ・ＤｉｓＬＬＥＸＩＳ１３２３３（E,Ｄ､IlL1996),ａｔ31-32.)。し

かし，現時点（1997ｲ'二９１１）では，リド突的判断に基づいて環境コンサルタント

による環境驍査に対する亙征を，スーパーファンド法における専門家の問題とし

て直接的に判断した事例は見あたらないように思われる。

(11）Ｓｅｅ４２ＵＳ.Ｃ§9601(35)(Ａ)(i)(1994)． 

(12）Ｓｅｃ４２ＵＳ.Ｃ・§9607(e)(1)(1994)．

(13）４２ＵＳＣ．§9619(e)(1994)． 

(14）４２ＵＳＣ§9604(｡)(1)(1994)． 

(15）４２Ｃ・Ｓｃ§９６２２（1994)．

(16）４２ＵＳＣ．§９６０６（1994)． 

(17）Ｓｃｅ４２Ｕ・Ｓｃ§9619(e)(1)ａｎｄ(2)(1994)．

(18）Ｓｅｅ４２Ｕ.Ｓ､Ｃ、§9619(a)(1)ａｎｄ(2)(1994)．

(19）Ｓ“,ｃ､９，１３２CoNGREc.Ｈ､９５７４（ｄａｉｌｙｅｄＯｃＬ８,1986）（statementofRep、

Snyder);l32CoNG・ＲＥＣ.Ｈ､９５８１（dailyed､ＯＣＬ8.1986）（statementofRep
Glickman)． 

(20）Ｓｅｅｌ３２ＣｏＮＧ・ＲＥｃＨ、９５８１（dailyed、０ct、８，１９８６）（statementofRep
Glickman)． 
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(21）Ｓｅｅｌ３２ＣｏＮＧ・ＲＥｃＳ、Ll901（dailyedOct､８，１９８６）（statementofSen、

Stafford)． 

(22）４２Ｕ､Ｓｃ§9607(a)(1994)． 

(23）環境コンサルタントが浴ｲｌｉ的lil[ylI1i者として厳格責任を負う可能性について

は，「Ⅲｃ免責を受ける環境コンサルタントが潜在的責任当事者である場合」に

おいて考察する。

(24）SeeUnitedStatesv・ChemDyneCorp.,５７２Ｆ､Supp､８０２（ＳＤ・Ohiol983)．

(25）なぜここでエクイティが職勘するかと言えば，コモンローの歴史的展開の過程

においては，共同不法行為荷のうちの１人が原告の請求について弁済したときに，

他の共同不法行為者に対する求仙が認められていなかったためである（See

Merrywetherv・NixanlO1Eng､Rep､1337（1799))。しかし，このコモンロー

における法理は，ｌ[義と公平に－．致しないとの批判を多く生み，特定の条件が満

たされた場合には，エクイティ1名の救済を認める法理が発展した。しかし，米国

では1970年代に至るまで，９つの法域を除く全ての法域において従来のコモン

ローにおける求償を認めない法理が適用されていたのであって（Ｗ・ＰＡＧＥ

ＫＥＥＴｏＮＥＴＡＬ.,ＰＲｏｓｓＥＲＡＮＤＫＥＥＴｏＮｏＮＴＨＥＬＡｗｏＦＴｏＲＴｓａｔ３３７（５ｔｈｅｄ 

ｌ９８４))，このエクイティによる救済法IM1の展開は，1970年代初頭から拡大して

いったものである。

(26）Ｓ“ｕｓ.ｖ・ConservationChemical,６１９Ｆ・Ｓｕｐｐｌ６２（ＷＤ・Ｍｏ､1985)．

(27）Ｓ“Ｈ､Ｒ､Rep・No.253,99thCong.,lstSess､19,reprintedinl986USC・ＣＡ

Ｎ､2835,3042． 

(28）See,ｅ､９，ＡｍｏｃｏＯｉｌＣｏ.ｖ・Dingweu,６９０Ｆ､Supp,７８，８６（ＤＭｅｌ９８８),(ｴﾉShd

stｲｂ〃omTravelerslndemCov,DingweⅡ,８８４Ｆ､2．６２９（1stCir､1989);United

Statesv.Ａ＆FMaterialsCo,５７８Ｆ､Supp・’249,1256（SDIlL1984)．

(29）SeeEnvironmentalTraspSys・Inc.ｖ､Ensco,Inc.,９６９Ｆ､2.503,509（7ｔｈＣｉｒ、

1992)． 

(30）SceHatcoCorPv.Ｗ､Ｒ､Grace＆ＣＯ.-ＣＯ､､.,836Ｆ・Supp､1049,1090（ｎＮＪ、

1993)． 

(31）ＳｅｅＤａｎｅｌｌａｖ､SouthwesternBeⅡTelephone,７７５Ｆ・Ｓｕｐｐｌ２２７（E､，.Ｍ０．)，

αﾉﾂＴｌ,９７８Ｆ､２．１２６３（8thCir」992)．

(32）Ｓｅｅａｇ,UnitedStatesv・CannonsEngineeringCorp.,７２０Ｆ・Supp､1027,

1051（DMassl989),[Ｗ・秘８９９Ｆ､２．７９（1stCir・’990)．

(33）VeTsatileMetals,Inc.ｖ､UI1ionCorp.,６９３Ｆ､Supp､１５６３（E､Ｄ､Ｐａ､1988)． 

(34）このスーパーファンド法にＩ尚接かかわる１１M題の他，特に州法における免責条項

に対する判例法には注意を要する。なぜならば，同じ内容の免責条項であっても，

裁判所によっては，免責（indemnity)，義務の免除（release)，あるいは，危

険引受（assumption）という，それぞれの効果がことなる判断がなされる可能

性があるためである。さらに，裁判所は，解釈の対象を免責条項に限定せずに，

当事者の合意の内容を確定するために契約全体を解釈する場合もある。see,２９，

HatcoCorp.ｖ､Ｗ・ＲＧｒａｃｅ＆ＣＯ.-CO､､.,５９Ｆ､3.400,405-407（3rdCir､1995)．

このため，環境コンサルタントの業務契約における定型化された免責条項が，あ

らゆる法域において同一の効ﾉﾉをもつと考えるのは，誤りである。
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（35）Ｓ“４２Ｕ､Ｓｃ§9607(e)(1)(1994)． 

（36）Ｓｅｅ４２ＵＳＣ§9607(e)(2)(1994)． 

（37）Ｓ“＠.９.MardanCorp.ｖ､ＣＧＣＭｕｓｉｃＬｔｄ,８０４Ｆ､2.1454,1460（9thCir、

1986);ＯｌｉｎＣｏｒｐ.ｖ・CollsoLA1umillumCorp.,807Ｆ・Supp､1133,1137（ＳＤ.Ｎ､Ｙ、
1992),CIZ'Ei〃Ｐα〃.”、(edj〃，α",５Ｆ､３．１０（2．Cir,1993)．

（38）Ｓ“,ｅ・goHarleyDavidsol1Incv・Minstarlnc.,４１Ｆ､３．３４１，３４２（7thCir、
1994),“".。e"ｉｅｄ１１５Ｓ､ＣｔＪｌ０１（1995)．

（39）Ｓｃ②４２Ｕ､Ｓｃ§9652(d)(1994)． 

(40）SeCbe.ｇ,CPCIntl,Inc.ｖ,Aerojet-GeneralCorp.,759Ｆ・Supp・’269,1282（Ｗ、

Ｄ,Michl991),惚嘘ｄｅ"“,UnitedStatesv､CordovaChemicalofMichigan，
１９９１ＵＳＤｉｓｔ・LEXIS4183,２１ＥｎｖＬＬＬ､Rep.（EnvtLL､Inst.）20805（ＷＤ・
Michl991)． 

(41）８０４Ｆ､２．１４５４（9thCir､1986)． 

(42）〃､ａｔ1458．

(43）他の契約法に関する緒i(Ｉ題とliiIじく，準拠法の決定は免責条項の解釈に大きく
影響する。一般的に裁判所は，この判例に見られるように，スーパーファンド法
の下での対処費用に関する免1〔条項を解釈する場合に，州法に基づいた解釈をお
こなう（Sea＠.ｇ,BeazerEast,Inc.ｖ､MeadCorp.,３４Ｆ､３．２０６，２１４（3．Cir、

1994),“汀.。e"ねd,１１５ｓ・Ｃｌ・’696（1995))。また，たとえ，そのような免責条
項に関する解釈について，川法ではなく，迎邦コモンローを肯定して，これに依
拠する裁判所であっても，、'１該述):Ij法の内容を判断するために，州法を参照する
からである。

(44）UnitedSatesvKimbellFoods,４４０ｕｓ､７１５（1979)． 

(45）See,ｅ､９，HatcoCorp.ｖ､Ｗ､ＲＧｒａｃｅ＆ＣＯ.-ＣＯ､､.,５９Ｆ､３．４００，４０４（3rdCiT、
1995);Jones-Hamiltonv・BeazerMaterialandServices,Inc.,９７３Ｆ､２．６８８，６９２
（9thCirl992)． 

(46）Ｓｃ巴ｂｅ.ｇ,MarmonGroup,Inc.ｖ､Rexnord,８２２Ｆ､２．３１（7thCiT､1987);Ver-
satileMetals,ＩｎＣｖ・UnionCoTp.,６９３Ｆ､Ｓｕｐｐｌ５６３（E,Ｄ・Ｐａ､1988)．

(47）Ｓｅ巴,２９，AMIntol,Inc.ｖ､1,t'1ForgingEquip.,７４３Ｆ・Supp525,５２９（Ｎ､Ｄ・
Ohiol990),qffTi〃Ｐα",”"Ｕｉ”α",９８２Ｆ､２．９８９（6thCir・’993)．

(48）Ｓｅａｃ.ｇ,Harley-Davidsonlnc.ｖ､Minstarlnc.,４１Ｆ､３．３４１，３４２（7thCir, 
1994),Ce祓血冗海ｄ１１５Ｓ・ＣＬ１４０１（1995)．

(49）Ｓｅｅ４２ＵＳ.Ｃ､§9607(a)(2)(1994)． 

(50）Ｓｅｅ４２ＵＳＣ§9607(a)(3)(1994)． 

(51）なぜなら，この管理あるいは符11M権限の保持という基準は，不法行為法上の使
用者責任の法理において発展したものであるためである。この管理権限の保持に
関する使用者責任法理については，１１１１橘「『便Ｈ１従属関係論』の法的根拠一民法
７１５条.７１６条における被111者概念と「諭負人」概念の日米比較法的検討一命子
征史編著「労働条件をめぐる現代的課題』（法政大学１１１版局，平９）159頁以下を
参照のこと。

(52）Ｓ“EdwardHinesLumberCo.ｖ・VulcanMaterialCo.,861Ｆ２ｄｌ５３（7thCir、
1988);CityofNorthMiamivBerger,８２８Ｆ､Ｓｕｐｐ４０１（E､Ｄ・Ｖａ､1993);Nurad，
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Inc.ｖ・WilliamHooper＆ＳｏｎｓＣ０．，９６６Ｆ､２．８３７（4thCir.),cerAai"icms妨打o〃

Ｍｕｍａｖｖ・Nurad,Inc.,１１３Ｓ・ＣＬ３７７（1992)．

(53）Ｓ“KaiserAluminumv・CattelusDevelopmentCorp,９７６Ｅ２ｄｌ３３８（9th

Cir1992)． 

(54）GantonTechnologies,Inc.ｖ・QuadionCorp.,８３４Ｆ・Supp､１０１８（ＮＤ､111.

1993)． 

(55）〃.,ａｔｌＯ２２．

(56）４２ｕｓ.Ｃ§9607(a)(3)(1994)． 

(57）Ｓ鑓CadillacFairviewlnc.ＭUnitedStates,４１Ｆ､３．５６２（9thCir・’994)；

Jones-HamiltonvBeazerMaterialandServicespInc.,９７３Ｆ.２．６８８，６９４－９５ 

（9thCir､1992);PiersonSand＆GTaveLInc､vPiersonTownship,851Ｆ・Supp、

８５０（Ｗ､DMich､1994)． 

(58）SceGeneralElectricCQv・AAMCOTransmissions,Inc.,９６２Ｆ､２．２８１（2d

Cirl992);UnitedStatesv・FleetFactorsCorp,８２１Ｆ・Supp､７０７（S､Ｄ・Ｇａ，

1993);CityofNorthMiamivBerger,８２８Ｆ・Supp､401,414（ＥＤ・Ｖａｌ993)．
(59）ここにおける立法論についての議論は，PmPosQ/論文に大きく依拠している。

(60）もしも，コンサルタントの業務契約の中に免責条項がない場合には，コモンロー

上の過失による不実表示（negligentmisTepTesentation）などによっても，そ

の損害賠償を請求することができる。しかし，現実的には，ほとんどあり得ない
と思われるので.考察の対象から除く。

(61）なお，ここで参照しているPmPosa/論文では，過失責任を回避しようとする
免責条項の効力を否定するための解釈論についてだけ検討を加えているが，筆者
は，立法論による解決も可能であり，考察に値する問題であると考える。その場
合の立法論としては，大きく分けて２つの方法があろう。その第１は，①スーパー
ファンド法107条(e)項の免責合意に関する不明確な規定を改正し，同法における

潜在的責任当事者問においては，それが商事取引であったとしても，当事者の過
失によって引き起こされた損害賠償責任を契約上の合意によって移転させること
はできないものとし，②この免責合意の解釈に関する準拠法の問題については，

同規定が州法およびそのコモンローを専占するものであることを明らかにし，③
過失に起因する損害賠償の負担については，ゴア・ファクターに加え，コンサル

タントや他の独立の請負人については，その損害の寄与度を勘案するときに，当
該請負額を雨点的判断要素とすればよいとする内容の改正をおこなうことが考え
られる。この立法論に対しては，商事取引における交渉の対等性から，リスクの

移転を禁じることは契約|］由の原則に反するとともに，合衆国憲法の規定にも抵

触するとの反対もあろうが，（i)環境監査の需要が高く，その標準約款における免
責条項を，一方的に依頼主に受け入れさせることができる現状では，交渉におけ
る対等性は十分な理由とはならず，（ii)公共の安全と環境問題の重要性から，この

程度の契約自由の原則に対する制限は，承認されてもしかるべきであると考える。
もう一つの立法論は，連邦レベルにおいて，環境コンサルタントの資格をライセ

ンス化し，その公的標準約款において，過失にもとづく損害賠償責任に，請負金

額に相応させた責任限度額（cap）を設け，さらにこれとポンド制をリンクさせ
るというものである。この万策は，非常に現実的であるとともに，環境コンサル
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タントの技術と社会的地位とを同｣二させるものであると考える。

(62）BosnorvTugL.Ａ,Barrios,７９６Ｆ,２．７７６（5thCir,1986)． 

(63）これまでに多くの蛾判所が，この非良心性原則に基づき契約を雌効としてきた。

契約法（第２次）リステイトメント第２０８条（REsTATEMENT（SECOND）oF

CoNTRAcTs§２０８（1981)）は，もしも契約あるいは特定の条項が非良心的であ

る場合には，裁判所は，当該契約全体，あるいは，その一部の適用を拒否しえる

と規定している。土地の売買契約であっても，この原則が適用される可能性はあ

る。

(64）Ｓ蝿cLg,ToddShipyardsCorpv･TurbineServ.,Inc､１４６７Ｆ.Supp,1257,

1298（E,，.Ｌa､1978),碗0α抗eα６７４Ｆ､２．４０１（5thCir.)Ⅲｃｃ".‘G"“４５９ｕｓ、

１０３６（1982)． 
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